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付録A. ドローンを利用するステークホルダーの識別 

A.1 識別の目的 

ドローンを取り巻く社会におけるステークホルダーは極めて多数であるとともに、関係する産業も

多岐にわたる。これらのステークホルダーを網羅的に識別することを目的とする。 

ステークホルダーを識別することにより、後続のプロセスが「ステークホルダーのニーズや要求」

の収集や抽出の作業を効率的かつ網羅的に行うためのインプットとなる。 

A.2 識別のプロセス 

ステークホルダーの識別は、以下のプロセスで進めた。 

初めに、2030 年のドローンを取り巻く社会におけるステークホルダーを、役割に基づき、ツリー構

造で論理的・網羅的に分類した。次に、現状のドローンに関する活動における組織や人といった具体

的なステークホルダーを省庁視点および産業視点で抽出し、論理的に分類したステークホルダーにマ

ッピングした。ここでマッピングを行った目的は、細分化したステークホルダー分類の粒度について

の妥当性を確認するとともに、現状のステークホルダーの役割を整理することである。なお、(2)のプ

ロセスではステークホルダーを日本の省庁としたが、それ以外のプロセスにおいては国内に限定した

ものではない。 

(1) 論理的にステークホルダーを分類 

(2) 省庁視点での現状のステークホルダーを抽出 

(3) 産業視点での現状のステークホルダーを抽出 

(4) (1)のステークホルダー分類に(2)、(3)をマッピング 

 

図 A.2-1 にステークホルダー識別におけるプロセスのイメージを示す。 
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図 A.2-1 ステークホルダー識別のプロセスイメージ 

A.2.1 論理的なステークホルダーの分類 

本編 2 章の将来ビジョンで述べた、2030 年のドローンを取り巻く社会におけるステークホルダー

の識別にあたり、ステークホルダーの分類を論理的に行い、漏れなくツリー構造で分析することで網

羅性を高めた。分類にあたっては、ツリー構造の各階層において MECE1となる、かつ、ステークホル

ダーの役割を示すような観点（例えば、「ドローンの関係者」と「ドローンの関係者以外」）で分類を

行った。これらの分類は、全体として MECE を保てるレベルの粒度で細分化を行った。 

ステークホルダーの論理的分類を行った結果の詳細については、「表 A.4-1 ステークホルダー一覧」

に記載する。 

A.2.2 省庁視点でのステークホルダー抽出 

現状のドローンに関するさまざまな活動を考えた場合、省庁は日本の産業の全てに対して網羅的に

関わっていると想定される。そこで、省庁を軸にドローンに関するさまざまな活動を捉え、省庁をハ

ブとして、その先に見えてくる規制・振興する相手としてのステークホルダーを抽出することとした。 

各省庁のドローンに関する活動に対する調査は、以下のように、インターネット上の情報を利用し

て行った。 

(1) 官庁の HP より省庁の組織（部課）をリストアップ2 

(2) リストアップ3した省庁の組織名 ＋「ドローン」「小型無人航空機」「小型無人機」のキーワ

ードでインターネット検索を実施 

 
1 Mutually Exclusive, Collectively Exhaustive：「漏れなく・ダブりなく」という意味で、頭文字を取って、「ミーシ

ー」と呼ぶ。 
2 内閣官房の行政機構図 https://www.cas.go.jp/jp/gaiyou/jimu/jinjikyoku/satei_01_05.html 
3 2020 年 8 月時点の組織（部課）情報に基づく 

https://www.cas.go.jp/jp/gaiyou/jimu/jinjikyoku/satei_01_05.html
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(3) (2)で検索されたドローンに関わる省庁の組織の活動を分析 

(4) 「産業振興」「規制」の二つの活動の側面におけるドローンのステークホルダーを抽出 

 

図 A.2-2 に省庁視点でステークホルダー抽出を行ったときのワークシートの例を示す。「省庁組織」、

「ヒットした記事の URL や活動概要」、「産業振興や規制観点での活動の分析内容やステークホルダ

ー」等の項目で整理を行った。 

 
図 A.2-2 省庁視点でのステークホルダー抽出例 

A.2.3 産業視点でのステークホルダー抽出 

A.2.2 では「産業振興・規制する」側である省庁視点でステークホルダーの抽出を行ったが、他方

「産業振興・規制される」側である産業視点からもステークホルダーの抽出を行った。 

ステークホルダーの抽出にあたってはドローン市場調査分析レポート4を対象として、そこに記載

のあるドローン関連事業者（約 240 社）を抽出し、その活動内容を各社の HP から分析した。 

A.2.4 ステークホルダー分類の確認 

A.2.1 においてステークホルダーの分類にあたり、全体として MECE を保てるレベルの粒度で細分

化を行った。細分化の粒度が妥当なものであるかを確認するため、A.2.2 および A.2.3 で抽出した延べ

550 余の具体的なステークホルダーを、役割に応じて分類したステークホルダーにマッピングした。

結果として、後続のプロセスのインプットとするのに支障のない、妥当なレベルの粒度で分類ができ

ているものと判断した。 

さらに、このマッピングを行うことにより、現状のステークホルダーの役割も整理することができ

 
4 春原久徳/青山祐介/インプレス総合研究所. ドローンビジネス調査報告書 2020. 株式会社インプレス 出版営業

部, 2020, 481p. 
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た。一例として、報道機関は「ドローンを利用する」と「報道によりドローン産業に影響を与える」

といった役割がある。また、現状のステークホルダーの役割を整理し、明確にすることにより、本編

4.3 節に述べる「ステークホルダーのニーズや要求」の収集や抽出を効率的・網羅的に行うことがで

きる。 

A.3 識別の結果 

A.2 に示したプロセスでステークホルダーの論理的な識別を行った結果、ステークホルダーを表 

A.4-1 に示すように 25 の役割に分類した。これらは広義的に見ると五つの役割に分類でき、この五つ

に分類されたステークホルダー間の関係は、図 A.3-1 のようになる。 

 
図 A.3-1 ステークホルダー概略関係図 

(1) 法規制関係者（産業振興/規制する組織） 

さまざまな用途でドローンを活用する組織や人に対して、産業振興や規制を行う組織であ

り、省庁や自治体、標準化団体、業界団体等が挙げられる。省庁は管理監督機関や許認可機

関の役割を含む。また、法律を運用する裁判所や弁護士も法規制関係者に含む。 

(2) ドローン活用事業者 

ドローンを手や目等の代替手段として活用し、サービスを提供する事業者である。具体例と

して、物流事業者、橋梁等の点検事業者、エンターテインメント関連事業者等が挙げられ

る。 

(3) ドローンインフラ事業者 

ドローン活用事業者がドローンを活用するための、付帯的なサービスを含んださまざまなイ

ンフラを提供する事業者である。具体例として、地図情報などの情報提供事業者、運航管理
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事業者、通信インフラなどの飛行インフラ提供事業者、機体関連事業者（開発・販売・保守

等）、機体運用者等が挙げられる。 

(4) ドローン関連サービス利用者（エンドユーザ） 

ドローンを活用したサービスの提供を受けるエンドユーザである。物流における「送り主」

のような直接的なユーザや「受取人」のような間接的なユーザが挙げられる。 

(5) ドローンの関係者以外（影響ある組織・人） 

ドローンに直接的には関係しないが、ドローンに対して影響を与える組織・人、または、影

響を受ける組織・人である。影響を与える組織・人としては、報道機関（報道による影響）

や不審ドローン対策組織、市民団体等が挙げられる。影響を受ける組織・人は、金銭または

物的、心身的な利益を得る、もしくは損害を受ける組織・人である。具体例として、投資会

社、犯罪抑止により守られる財産の管理者、被災時に捜索してもらう住民、ドローンによっ

て事業機会を失う組織、財産への被害を受ける住民、プライバシー侵害を心配する住民等が

挙げられる。 

 

ステークホルダーを識別した結果については、今後も将来ビジョンの変更やステークホルダーへの

ヒアリングなどでの意見等を基に、必要に応じてブラッシュアップを行っていく。 
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A.4 （参考）ステークホルダー一覧 

A.2.1 で識別したステークホルダーの一覧を具体例と合わせて下記に示す。 

表 A.4-1 ステークホルダー一覧 

 
 

 


